
 

 

新市町村振興宝くじ交付金交付規定新旧対照表 

 

改  正  案 現     行 

公益財団法人島根県市町村振興協会 

新市町村振興宝くじ交付金交付規程 

平成２５年４月１日 

               島根県市町村振興協会規程第１０号 

 

 

（趣旨）  

第１条 この規程は、公益財団法人島根県市町村振興協会（以下「この法人」

という。）定款第４条第１項第２号に基づき島根県内の市町村（以下「市

町村」という。）に交付する市町村交付金（以下「市町村交付金」という。）

について、必要な事項を定めるものとする。  

（交付金の財源）  

第２条 市町村交付金は、新市町村振興宝くじの収益金をもって島根県がこ

の法人に交付する交付金を財源とする。  

（交付金の交付基準）  

第３条 市町村交付金の交付基準は、各市町村に均等に配分する均等割（以

下「均等割」という。） 及び各市町村の人口数に応じて配分する人口割（以

下「人口割」という）とし、その割合は、それぞれ市町村交付金の２分の

１ずつとする。  

２ 均等割の市町村数は、市町村交付金が交付される年度の４月１日を基準

とする。  
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３ 人口割の人口数は、官報で告示された直近の国勢調査の結果（確報値）

による人口を基準とする。  

４ 市町村交付金の単位は円単位とする。  

（対象事業）  

第４条 市町村交付金の交付対象となる事業は、地方財政法（昭和 23 年法

律第 109 号）第 32 条に定める事業で、市町村が必要とするものとする。 

（交付手続）  

第５条 理事長は、島根県から交付金額の通知を受けた場合は、第３条によ

り算出した 

額を市町村に通知するものとする。  

２ 市町村は、前項の通知を受けた時は、速やかに様式第１号により市町村

交付金の交付を申請及び請求するものとする。  

３ 理事長は、前項の申請及び請求を受けた時は、その内容等を審査し、適

当と認めた場合は、市町村交付金の交付を決定し、市町村へ通知するとと

もに、当該年度末までに市町村交付金を市町村に交付するものとする。 

（事業報告）  

第６条 市町村交付金の交付を受けた市町村は、当該年度終了後１ヶ月以内

に、様式第 

２号により事業報告を行なわなければならない。  

（補則）  

第７条 この規程に定めるもののほか、この規程の施行に関して必要な事項

は、理事長 

が定める。  
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附 則  

１ この規程は、公益財団法人島根県市町村振興協会の設立の登記の日（平

成 25 年 4 月 

 1 日）から施行する。 

２ 市町村交付金配分にかかる均等割の市町村数については、当分の間、第

３条第２項の規定にかかわらず、別表の交付基準によるものとする。 

 

   附 則（平成２９年２月１３日一部改正。理事会決議） 

１ この規程は、公益財団法人島根県市町村振興協会の設立の登記の日（平

成 29 年 4 月 

 1 日）から施行する。 

 

附 則 

１ この規程は、令和２年１２月２８日から施行する。 

 

附 則 

１ この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規程は、令和４年９月１日から施行する。 
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１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 
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